
．． 

意見シート

彎 ●
. •. 名：一般財団法人日本民間公益活動連携機構 〇委員確認欄（総合的な意見）

記入年月日：平成30年12月4日
意見 評語

強い意思が伝わり、実行能力も品そうに思える。 A 

記入者の氏名：
実証実験を行うことや、評価体系の!OT化によりシステムそのものの進
化を促進できる可能性を感じる。

ただし、背景とする団体の意向を受けやすいので運営期間での注視は
必要。

淡註語握に記入丈る記号の翌え方

A: 「指定の基準」を十分に満たしていると認められる。

8: 「指定の基準」を満たしていると認められる。

C: 「指定の基準」を満たしているとは認められない。

※区分Aの「十分に満たしている」とは、例えば、具体性、実現可能性、役員の資質

等の点で特に優れていると認められること。

0事務局確認襴 0委員確認欄（着眼点別）

着眼点
基準 該 公募要領記載のr確認項目」 確認

備考 意見 評語
番号ベージ 結果

I意欲
体制の構築・カバナンスについての意識が高い A 

損保会社での知見を語られるが、致術される業務の共通性は高い。

役員（代表理事）の 「3.指 面接においては、指定を受けようとする団体
社会課題に対する 定の
問題意識、使命感、基準 P3 

（以下「指定申請団体」という。）が指定活用団

貴任感等について につい 体の使命に対する強い実行・実現意志を有し

確認する。 て」 ていること等も確認。
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0事務局確認欄 0委員確認欄（着眼点別）

着眼点 1基準
番号 昆 I 公募要領記載の「確認項目」 I確認

結果
僅考 意見 評語

ll業務実施体制・能力の適確性
休眠預金等交付金に係る資金の活用の目標や基本原則等について以下に 検討すぺき項目についての記述が具体的だが、固すぎるくらいかもしれ

A 

記載あり。 ない。

①預金業務実施計画が、基本方針を踏まえ、休眠 P225~P232業務実施計画、組繰運営にあたっての基本的考え方（概要）一
第2 P4 預 等交付金に係る資金の活用の目標や基 パワーポイント資料「1.1組織運営の理念（持続可能な組織運営のため 必ずしも効率性重視でなく、成果の見えにくいところも対応する考えであ

本原則等に適合していること。 に）」、 「1.2紺織運営の基本的考え方」 る

i)業務実施計画 P252~P259業務実施計画 「1-1. 組織運営の理念（持続可能な組織運

が、基本方針を踏ま
営のために）」、「1-2.組織運営の基本的な考え方」

え、基本原則（国民
組織運営体制等について以下に記載あり。

への還元、共助、持
②進業業務実施計画において、民間公益活動促続説可能性、透明性・

P247~P248業務実施計画、組織運営にあたっての基本的考え方（概要）一

明性蚕任、公正性、
第2 P4 務を適確に実施できる組綾運営体制等 パワーポイント資料「1.3組織体制J

多様 、革新性、成 が整備できる見通しが示されていること。 P279~P287業務実施計画「1-3.組織体制」、「2.業務実施に当たっての

果最大化、民間主
基本的考え方等」

海）等に適合してい
るか。 民間公益活動促進業務ごとの実施について以下に記載あり。

③ごと業1務実施計画が、民間公益活動促進業務
P233~P246業務実施計画、組織運営にあたっての基本的考え方（概要）一

第2 P4 こ適確に実施できるものであると認めら
パワーポイント資料「1.2(3)運営戦略と実行」

れること。
P260~P27S業務実施計画「1-2-3.運営戦略と実行」
P288~P315業務実施計画「3.基本方針に示された指定活用団体の業務
ごとの目標、業務の実施内容、実施体制、実施計画」

P247~P248業務実施計画、組織運営にあたっての基本的考え方（概要）一
経団連中心に見えてしまうと-ろもあるが、立場の違うところからの意見 A 

パワーポイント資料「1.3組織体制」
を集約されるように作られている。

P279~P287業務実施計画「1-3.組織体制」、「2.業務実施に当たっての 執行能力が高いものと見える

②の助諸成に係る業務を行う部署とは別に、社会
基本的考え方等」

課題ごとに現地罰査を含む継続的な進
上記のうち、P247~P248業務実施計画、組織運営にあたっての基本的考

第2 P4 捗管理や助言・協カ・支援及び成果評価の点
検・検証等の機能を適切に発揮できる体制と

え方（概要）ーパワーボイント資料「1.3組織体制」、P279~P280業務実施

すること。
計画「1-3.組織体制Jにおいて、
助成に係る業務を行う部署等について以下の記載あり。
・資金分配団体の選定、助成：車業部審査・助成担当
・継統的進捗管理、成果評価の点検・検証、非資金的支援・企業等との連携
支援：奉業部検証・支援担当

P322別紙様式3(1.評譲員名簿）繕※掲員載順
「評譲員の構成の多様性」として各評 について以下のとおり記載あり。
・麻生渡（地方自治体関係者）

④評緑員会は、経済界、金融界や労働界、学
ii)組紐運営体制が

・伊藤一郎（経済界）

整っているか。
識経験者、マスコミ、ソーシャルセクター（公益 • 川北秀人(NPO団体代表者）

第2 P4 活動に係る分野）等の幅広い分野から人材登 •久保田政一 （経済界）
用を図り、構成の多様化を図ることが望まし ・横尾敬介（経済界）
い。 ・相原康伸（労働界）

• 岩本秀治（金融界）
•野村浩子（ジャーナリスト）
・日比谷潤子（学識経験者）

⑤理車理事会総は迅速な意思決定を図るる観こ点とかがらi、 P323別紙様式3(2.理事名簿）※掲載順
の数は必要最小限にとどめ 望

第2 PS ましい。
・ニ宮雅也（非常勤理事（代表理車））

（参考：一般財団法人を設器する場合、理車
・逢見直人（非常勤理車）

の人数の下限は3人）
・柴田雅人（常勤理宰）

参考
2 
準備行為実施計画の内容が適確に実施でき

第2 （スケ P316~P320準備行為実施計画
、ノヽ● ユ るものとなっているか．

ール）
＾、~
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0事務局確認欄 0委員確認欄（着眼点別）

着眼点 1基準該当 公募要領記載の「確認項目」
確認 備考 意見 評語

番号ページ 結果

l[業務実施体制・能力の適確性の続き
災害の準備金や分配団体の外部監査など実現可能性についての疑問 A 

P248業務実施計画、組織運営にあたっての基本的考え方（概要）ーパワー はあり、この点は見直しを要すると考えるが、基本計画までに見直すこと

ポイント資料「1.4所要資金（概毎）」 であれば問題ない。

P280~P28t 業務実施計画「1-4.組綴及び業務運営のコスト」
財務的基礎や管理体制については特に問題とすることはない。P313~P314業務実施計画「8.業務運営コスト（事務所運営黄用含む）

2019年度~2023年度」
P318~P3"20準備行為実施計画「9 準偏行為実施計画関連費用（概算）」 準備段階までのコストは関連団体で負担するとのこと

P686財産目録（平成30年7月18日現在）

第3 PS 
貸借対照表、収支予算害等による財務状態
を踏まえ、今後の財務の見通しが適切である 財務状態等について以下の記就あり。
こと。 （財産目録）

資産合計300万円／負侯合計0円／正味財産合計300万円
（支出）
業務運営コスト（事務所運営費用含む）2019年度~2023年度（税込み）：
3億4032万円(2019年度）、4億3849万2干円(2020年度）、4億5144万7千円
(2021年度）、4億5886万4千円(2022年度）、4億7498万3干円(2023年度）
助成金のための所要資金：31億円／年
準備行為実施計画期間の黄用：2億6066万8180円（税込み）

法人の財産の管理、運用について理事、監事が関与する体制について以下
に記載あり。
P7定款第7条（財産の管理等）
P639~P640理車の職務規権限規程

第3 P6 
法人の財産の管理、運用について理事、監車 P669~P671監事監査程
が適切に関与する体制を整慌すること。 P672~P681経理規程

P247~P248業務実施計画、組織運営にあたっての基本的考え方（概要）一
パワーポイント資料「1.3組織体制」

iii)経理的基礎が P279~P287業務実施計画「1-3.組織体制」、「2.業務実施にあたって
整っているか。 の基本的考え方等」

経理を行うための人員及び体制について以下に記載あり。

経理を適正に行うための十分な人員及び体
P247~P248業務実施計画、組織運営にあたっての基本的考え方（概要）一

第3 P6 制を確保する見込みがあること。
パワーポイント資料「1.3組織体制」
P279~P287業務実施計画 「1-3.組織体制」、「2.業務実施にあたって
の基本的考え方等」

第3 P6 他とがので団き体るの株意式思等決を定保に有実し質て的いなにい関こ与とす。るこ

゜第3 P6 必要な会計帳簿を備え付けること。

゜
第3 P6 

民間公業益活に関動す促る進経業理務とにを関区す分るし経て理整と理そすのる
他の務関

゜こと。

会計監査人を設置する旨を定款で定めるこ
Pt2定款第27条第4項において、「この法人に、会計監査人を置く。」と定め

第3 PS 

゜
られている。・

と。 P会3計27監別査紙人様E式Y.3新・(4.会計監査人名簿）
日本有限責任監査法人

法ついに規ては定資す金る収収支支予ベー算ー ひ ... :: 

第3 PG 算書査意につ見いをてば公認会ス計の士も又のはと監し査、収法支人決の 0 
監L. 付すことを諸規程等に定めるこ

監事のうち少なくとも1名が公屁会計士又は P• 土32岐4別敦紙司様（非式常3 (勤3. 監事名！士簿）） ※掲載順
第3 P6 

税理士であること。
0 ）（弁護
・柳澤義ー（非常勤）（公認会計士）
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着眼点 |討11叫
n業務実施体制・能力の適確性の続き

I I 

公募要領記載の「確認項目」

0事務局確認欄

国 備考 ・

―
―
―
―
―
――――― 

0委員確認欄（着眼点別）

意見 1評語

実行計画に落とし込んでいるため、逆に硬直的に見えるきらいがある。しIA 
かし、この点は周りとの意見を十分拝聴するとのこと。

第3 IP6 

①民間公益活動やソーシャル・イノペーション
に関する十分な知識を有するほか、助成を

専門的能力等に関する事項について以下に記載あり。

行った実緒を有するなど、民間公益活動促進
IP328~P552別紙様式4(履歴害）

業務を適確に実施するために足る知誰・技術 ― 
を有する役職員を器くとともに、必要に応じ外

外部の専門家等について以下に記載あり。

部の専門家等を活用すること。
IP7~3~P815 専門家会燐委員名薄

iv)技術的（専門的）
基礎が整っている I第3
か。

P6 

②特に、資金分配団体になり得る団体に関す
る十分な知見やネットワーク等を有すること、
非資金的支援を必要に応じて外部の団体や
専門家とも連携しつつ伴走型で提供できる能
力を有すること、!CT等を桔極的に活用するこ
と。

専門的能力等に関する事項について以下に記載あり。
P328~P552別紙様式4(履歴菩）

外部の専門家等について以下に記載あり。
P793~P815専門家会籍委員名簿

第3 P6 
③また、案件組成・案件発掘能力を有するこ
と及び科学技術分野の動向に知見を有するこ,-
とが認められることが望ましい。

専門的能力等に関する事項について以下に記載あり。
P328~P552別紙様式4(限歴書）

外部の専門家等について以下に記載あり。
P793~P815専門家会捺委員名痔

理事長自身が力強い上、サポート体制がそろっている印象~る。 A
 

~、

v)役員（代表理苺）「3.指
は適確に運営する 定の
十分な資質（マネジ基準 IP3
メントの能力等）を につい
持っているのか。 て」

面接においては、指定を受けようとする団体
（以下「指定申請団体」という.}が指定活用団
体の使命に対する強い実行・実現意志を有し

I -

ていること等も確認。

. " 
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0事務局確認欄 0委員確認欄（着眼点別）

着眼点
基準 該当 公募要領記載の「確認項目」

確認 備考 意見 評語
番号 ベージ 結果

m中立性・公正性
［組織運営体制に関する事項】 団体の運営については管理能力は高い。 A 

P247~P248業務実施計画、租織運営にあたっての基本的考え方（概要）ーパワー 分くれ配と団は体言なえどな下し部組綾についての要求水準が高い感紺
ポイント資料「,.3絹線体制J ヽが、まずは草の根を食ぺれるようにして

①民間、コ公ン益プ活ラ動促進業務の適正な実施のた
P279-P287業務実施計画 「1-3.組織体制」、「2.業務実施にあたっての基本 とが必要ではないか？

めに イアンス施策の検討等を行う組
的考え方等J

第2 P4 上記のうち、P247~P248業務実施計画、組織運営にあたっての基本的考え方（概
織（外部の有謹者等も参加するもの。）及びそ 要）ーパワーポイント資料「1.3組織体制」、P279~P280業務実施計画1-3組
の下に実施等を担う部署を設置すること。

織「「ココ体ンン制プブ」ララにおいて、イアンス施策員の検討「総等務を部行総う組務織担及当び」のそ記の裁下あにり実。施等を担う部署Jとして．、
イアンス委 会」、 」

P247~P248棠務実施計画、紐織運営にあたっての基本的考え方（概要）ーパワー

ポイント資料「1,務3組実織施体計制画」
③資金分配団体において休眠預金等に係る P279~P287業 「1-3.組織体制」、「2.業務実施にあたっての基本

第2 P4 
資金が公正に活用され、苺業が適正に遂行さ 的考え方等」
れるよう監督するために必要な専門部署を設 上記のうちフー、P.ポ24イ7ン~トP！248業務実施計画、組繊運営にあたっての基本的考え方（概
固すること。 要識）ーパワ 資料「1.3組織体制」、P279~P280業務実施計画1-3.組

体制」において、
資金分配団体の監昔を実施する部署として「総務部監替担当」の記載あり。

【諸規程等に関する事項］

第2 P5 ①租的諸に規、役緑織程員織等員の会のを輻備運及酬え営び規る理をこ租公事と、正会．情にの輯行還公う裳開た規規め彫程にや必攀倫要、埋一な規般 。
i)公正性を確保す

②喝民評間謙公員悶会活又動澁は促進理辛事業会務の規唸決程議(/)に案霊当にた定っぬ旱て，，こ
"｝9き塁撮、"や構当該民"会間決、の最公評議運び議益に鴬理活つt蛉動い会びて促題及の特進び事運別珊集の営の事務臓）利会矯は害の租闘決9鞭急案係議に）機をに関有構当すす"た魏る、っ評評旧て饉繕はを員負定会又前めの項"る這理もに営のgにとめ輝す関るる請いするた矯．幾覆上程でに行並基入びづるために組織運営

体制・諸規程が整備 第2 p・5 0 
されているか。不正
行為や利益相反防 と．
止等の組織運営上
の工夫がなされてい
るか。

第2 P5 

゜
P638別紙様式7(役貝及び評議負の年間報酬等見込額並びに職貝の給与の年問支

④及民間公益活動促進業務に係る理亭、監宰
び評艤員に対する報酬等については、民間

第2 P5 
事業者の役員の報酬等及び従業員の給与、
指定活用団体の経理の状況その他の車情を 悶年間支給見込総額70,500※社会保険料串業主負担分を除く
考怠準して不当な水準とならないような支給の （管理職以外）の一人当たり給与5,658千円（人数：15人（内非常勁7名、派遥社員I

基 を諸規程等に定めること。 む｝
年間支給見込総額84,880※社会保険料宰菜主負担分を除く）

P158水第準2に回つ理い苺て会」資料3
「年収 の記栽あり。

（次ページに続く）
P618~P620役貝及び評諾貝の報酬等並びに費用に関する規程、P621~P637給与
規程

・＋・・ ・・ ・
t:; /1 
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0事務局 確認欄 0委員確認欄（着眼点別）

着眼点
基準 該当

公募要領記戴の「確認項目」
確認

備考 意見 ・ 評諾
番号 ベージ 結果

⑤謹体の民ので員あ間関．理る公係車こ益者と．活に監を対動諸事促し規．靡、進程特員業等別務そにののを定利行他め益うのるをに指こ与当と定えた．活なり用い、評団も

（前ページにご記入ください）

＾ （前ページから
月.I.J 

の続き） 第2 PS 

゜
ペ

P6第利1私5益42的条の利綸追評益理求議追規の員求程た及のめび禁に役止利靡）用員すはる、こそとのが職あ務っやて地位を自己又は第三者の私的な I 
はならない。 ジ

に
~ 

‘ 
記

． 
入

＜ 
だ

さ
ぃ
~ 

第2 P5 ⑥諸規不正行為や利益相反防止のために必要な
程等を備えること。 ゜

＇ 
第2 P5 

⑦ぁま間消•，，え事ガ費たもバ者業の内ナ者庁と部ン向）すJス通けをる・輯ガ踏コた綱まンイめ度ドブえ、ララの、『i公イ整シ益部ア傭9ン通通平・ス遭馘紐成体用者制28制に録度年を関謹を)2実す整法月効る備を9性民踏す日
゜
P647~P650内部通報（ヘルプライン）規程

ることc

⑧定活益定の民動をめ与閤個をる行えe公人とるう益又。者行活はに為動団対を促体行し進の、わ寄業利な附務益いそをのこ行のみと他うをのに諸の増当規特大た程別をり等図の、に特る利

P642倫理規程

第2 P5 

゜
第がり（特な活7条い動lの。を評利行隻益っ員者を与及にえび対釦るし行、懺寄為員付のはそ禁、の特止他如のの特111別人の又利は益団を体与のえ利る益行の為みをの行増っ大てを図

はな

第2 P5 ⑨品公に婦益残法今属余さ財人霜せ産若るをし謬酋く類はを似滉公定の益款事t社に業協団定を法め内目る人的こ及と叡とびす．公る雰他益の財'" 
゜
P澤財は17産国余はに定財鰭、款産評与の繰す帰員る属会も）のの第と決切議す条るを経．こての^法公人益が認清定算法を第す5る条場第合17に号おにい掲てげ有るす法る人残又余

 6/10 



0事務局確認欄 〇委員確認欄（着眼点別）

着眼点 基準 該当 公募要領記載の「確認項目」
確鯰 備考 意見 評語

番号ページ 結果

頂中立性・公正性の続き
経団連が表に出ているが、全体的に支障はない。 A 

①各理事3里親事にの等つ総内い数のて親の、当3族分該等理ので亭1あを及る超理びえそ事なののい配合こ偶計と
第4 PS 者数又がは

゜
P591別紙様式6(役員又は職員の構成についての確認書）が提出されてい

、理 る。
（監事についても同様とします）．

ii)役員又は職員の
構成が、公正性の観

如夏そスのな事い他，，のここ同合とれ一計（に監の数準事団がずに体、理るつの相事い理互のて事にも総又同密数は様接の朦とな3員し分関まで係のすあに1）るをあ．者超る
点から適切か。利益

第4
P59l別紙様式6(役員又は職員の構成についての確認書）が提出されてい

相反防止の工夫が P6 

゜る。なされているか。

③職員が特定の団体の出身者に偏らないこ
P391~P396、P4-11~P551別紙員様の式構4成(履歴害（職員））

第4 P6 
と。

P591別紙様式6(役員又は職 についての確認書）が提出されてい
る．

③する民こ間と公に益よ活り動促進業務以外の業務を実施
訟当なし A 

第5 P7 
． 、民間公益活動促進業務の実 P688別紙様式8(民間公益活動促進業務以外の業務に関する説明害）
施に支障を及ぽすおそれがないものであるこ 民間公益活動促進業務以外の業務を行う予定はないとしている。
と。

iii)民間公益活動促
①民間、組公織益及活び動予促算進等業が務実と質そ的の他の業務の

進業務以外の業務 第5 P7 職員 に区分され

゜を行っている場合に ていること。
は、その業務を行う
ことによって業務の

②務民とな間っ公て益い活る動こ促進業務が法人の主たる業公正な実施に支障 第5 P7 

゜を及ぽさないか。 と。

第5 P7 ④業るお社務そ会又れ的はの信公用あのるを秩業維序務持若をすし行くるはわ上善なでい良ふこのさと風わ。俗しくをな害いす

゜ 大変自負心があり、方桔針極が的に取り組んでいかれると考えるが、将来にお A 
いて経団連リードの 自ら変革すべき時に慟くかは疑問は残る。

面接下「においては、指定を受けようとする団体

「3.指
（以下指定申請団体Jという。）が指定活用団

iv)役員（代表理事） 体の使命に対する強い実行・実現意志を有し
は中立性・公正性に

定の
ていること等も確認。

対する強い意識が
基準 P3 民間公益活動促進業務の適確かつ公正な

あるか。
につい

実施に支障を及ぽすおそれがなく、特定の目
て」 的を有して活動している既存の団体では困難

な、中立的な立場を守る必要がある．

IVその他
SIBなど経済界との連携が期待できる．

業務実施計画・準備行為実施計画の内容等に関する加点・減点ポイントなど。上
記r~mに関する点を除く。

I 
. -



着眼点

欠格事•

第1jP4 j②る一法般「一律財般（団平社法成団人"法で年人あ法及る律びこ第一と"く般号財）団」法に規人定にさ関れするI o , 一

第6 IP7 

指定申精団体が、下記①～③のいずれにも
該当しないこと。
①法第17条第3項各号に掲げる団体
②法第33条第1項の規定により指定を取り消
され、その取消しの日から3年を経過しない団
体
③役員のうちに次のいずれかに該当する者
がいる団体
イ禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を
終わり、又は執行を受けることがなくなった日
から3年を経過しない者
口法の規定により罰金の刑に処せられ、その
刑の執行を終わり、又は執行を受けることが
なくなった日から3年を経過しない者

指定活用団体指定申請書（別紙様式1参照）

ゆ指定申請団体の基本情報（別紙様式2参照）

I②定款

i③壺記事項証明書

i④指定の申館に関する意思の決定を証する書類

i⑤設立趣意書及び設立者の一覧（様式自由）

R業務実施計画（様式自由）

イ組織全体の使命・目標

口業務実施に当たっての基本的考え方等

0 ,_ 

10 
堕

I品，＿

1（0 有） I— 
I,~,,-
1（有0） l― 

1（有0） l― 

゜（有） I— 

0゚ 

ハ務実ご施基と計本の画方目針標に、業示務さのれ実た指施定内活容用、実団施体体の制業、1 0 

0委員確認欄（着眼点別）



0事務局確認欄

荒眼点 I討 9ー当ジ 公募要領記載の「確認項目」 註 慌考

⑦準備行為実施計画（様式自由） 品←
優プロ先セ的スにの解明決確す化べき社会の諸課題の決定の

゜

資成金の分プロ配セ団ス体のの明公確募化に（向資け金た提各供種契書約類書の等作） 1 0 

評確価化指針・マニュアルの作成のプロセスの明 1 0 

シのン明ポ確ル化マークの作成準備、決定のプロセス I O I-

各種規程等の整備のプロセスの明確化 10  

Ir資シ金ス分テ配ム団の体企に画対のすプるロ公セ募ス・の助明成確等化に係るIC1 ゚

R関を含評すむる議事。員）項、の役を氏員記名、載、職住し員た所及書、び履頬会歴（別計及紙監び様査専式人門3的（及就能び任力4予参等定照に者） I , 有゚） l― 

必無要及載書び糀言類類の有有上
⑨定評者議の就員任、役承員諾、書職"員''及紙び様会式計5参監照査）人への就任予 I , 0 有）

のの記確 の 無

⑩指成を類及役定が（別ぽ職の、紙民す員基様間お準（就式公そに任6益れつ参予活がい照定動なてI者い促」のをも進含「の業第でむ務4あ。の）役るに公e員つ正と又い」なはをて実確職、施上認員に記しの支た「横3障書. I （゚有）

⑪民間公益活動促進業務規程の案（様式自由） 1 (• 有）

〇委員確認欄（着眼点別）

意見 評語

基本方針に示された指定活用団体の業務ご
との実施の方法に関する事項

民間公益活動促進業務の遮正を確保するた
めの体制の整備に関する事項（ガバナン
ス、コンブライアンス体制に関する事項等）

休眠預金等に係る資金の活用対象の範囲

業務委託の基準

契約に関する基本的事項

収支決算書に係る外部監査の実施に関する

竺

法第2'条第2項第1号において、民間公益活動促進業務規程に定めることと
されているもののうち「資金分配団体及び民間公益活動を行う団体の選定の
基準」に関し、以下に記載あり。

゜
1 民間公益活動促進業務規程（案）のうちP5S•~P5S5
第5条（助成の方針）
第8条（助成の対象）
第9条（選定審査の観点）
第8条（優先選定）
第9条（選定配怠事項）

0゚
-
0
-
0
-
0
 



〇事務局確認欄 〇委員確認欄（着眼点別）

落眼点 昇 ペ該ー当ジ 公募要領記載の「確認項目」 翡 備考 意見 評話

゜
⑫各種規程等（様式自由） 品
・評議員会の運営に関する規程 ゜（有）・理事会の運営に関する規程

0 
（有）

・役員及び評議員の報酬等に関する規程 ゜（有）
の支紙員・職指給様の員年見定式のを間込7給参受報額与照け酬を等）た示等）に場し見関た合込す資に額る料お並規をけび程添るに（役付指職負す定員る及活のこび用給と評団。与議（体の別

゜（有）
・理事の職務権限に関する規程 ゜｛有）・倫理に関する規程 ゜（有）•コンプライアンスに関する規程 ゜（有）

必無要書び香頚の上有 ・公益通報者保謹に関する規程 品
の及記確載の類有無 ・情報公開に関する規程 ゜（有）の認

・文書管理に関する規程 ゜（有）
・リスク管理に関する規程 ゜（有）・監事の監査に関する規程

。
（有）

・経理に関する規程 ゜（有）・組織（車務局）に関する規程 ゜（有）
⑬びあ｛申財っ前請て産事のは業目日．録年その度並の属びに設すおに立るけ当時事る事に業貸業お年借年け度対度るに照に財設表お産立、け目さ損る録れ益収）た計支法算予人書算に及書 品

及参は民、ぽ民間す間お公公そ益益れ活活が動動な位促い進旨9業を務説務以明の外し公のた正菓書な務類実9（施別紙にっ支様場障式合をに8 品
照）

⑮を類含指（別む定紙。を様）受が式け欠9よ格参う事照と由すIにる法該人当及しなびい役こ員と（を就誓任約予す定る者書

゜（有）
⑯一行質政（別機紙関様か式ら"受参け照たI指埠等に対する措置状況の

゜（有）
⑰事務所のレイアウト図（様式自由） 品




